
地方自治体における業務プロセス・システムの標準化
及びＡＩ・ロボティクスの活用に関する研究会

（第１０回）

事務局提出資料２ 【参考資料】

平成３１年３月
総務省自治行政局行政経営支援室

資料２参考資料

2040年頃までに実現すべき姿等



参考資料 目次

１．2040年頃までに実現すべき姿 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

２．人材面の方策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２



スマート自治体推進の基本的考え方①

○ 本研究会のテーマである「業務プロセス・システムの標準化」と「ＡＩ・ロボティクスの活用」については、それぞ
れ歴史や経緯が大きく異なることから、これまで分けて議論して来たが、実際には、両者は密接に関わるもの
である。

○ システムやＡＩ・ロボティクス等の技術を駆使して、効果的・効率的に行政サービスを提供する自治体を「ス
マート自治体」として定義するとすれば、スマート自治体を実現すべき目的と、その手段については、以下のと
おり整理できるのではないか。

○ 「スマート自治体」の基本的な考え方として、

・ 住民・企業等にとっての利便性向上（行政サービスの需要サイド）

・ 自治体の人的・財政的負担の軽減（行政サービスの供給サイド）

があるのではないか。

（関連意見）
・地方自治法第2条第14項において、「地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げ
るようにしなければならない。」と規定（第５回・資料４）
・自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの分類として、「業務生産性向上（事務改善）」と「住民福祉の増進」。また、「人間が行っていたものを機械が代替（時間短縮）」と「人間
ができなかったことを機械がやる（付加価値）」（第５回・資料４）
・利用者の目線に立ったサービスデザインが重要。必要な視点として、行政のコスト削減、住民の利便性向上、企業のビジネスチャンス（第５回・資料５）
・ＵＭ、行政ＩＤ利用によって、利用者、民間企業、行政機関にとってメリット（第５回・資料７）
・「ＡＩ・ロボティクスの導入を推進すべき事務・分野として、自治体が取り組みやすい部分や、業務量が多い等の自治体行政の課題を抱える部分だけでなく、サー
ビスデザインの観点からＡＩ・ロボティクス活用によって付加価値を向上できる部分も重要ではないか」（第５回・意見交換）
・「地方分権を推進してきた経緯がある中で今更後戻りできないというのも分かるが、住民の利益になるものは実施した方が良いのではないか。様式・帳票につい
ては、自治事務だから自治体に裁量を持たせるという類のものではないのではないか。住民の利便性を考えると、省令事項にするなど、ある程度国で標準化して
も良いのではないか」（第５回・意見交換）
・「業務の合理化、課題解決のための先端技術の活用は必要であり、成功モデルを確立して各団体に周知し、活用を促進することが有効」（第４回・意見交換）

１．目的
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スマート自治体推進の基本的考え方②

○ その手段として、行政内部の手続や外部とのやり取り（申請手続・証明手続等）について、次のような順序で
検討することが考えられるのではないか。

① 不要にできる手続は不要にする

（考え方）
・ 申請手続等が不要になれば、住民・企業等にとっても便利であるとともに、自治体職員にとっても負担軽減となる。

（関連意見）
「本研究会が２０４０年に向けての地方自治の実務を議論するということを鑑みれば、サービスデザインの議論は重要である。現在、テクノロジーイノベーションから
サービスイノベーションに変わりつつある。就労証明書は様式を取り寄せて、勤務先で証明・押印を貰い、紙で提出するという手続を踏まなければならないが、出
生した時点で親の就労状況と照らし合わせて、自治体と就労所属間で自動的に手続が完結するようなサービスがあると有意義ではないか」（第５回・意見交換）
「将来的には行政の仕事のやり方を変えていくことを考えるべき。議事録の作成やチェックといった作業は不要となり、テキストの議事録を毎回作ること自体なくなる
可能性もある。今見えているところから手を付けながら、不連続なことが起きることを前提にストーリーを考えていくと良いのではないか」（第４回・意見交換）
「『Amazon Go』の事例のように、そもそも手続をなくすというサービスデザインの考え方は重要ではないか。そもそも手続が必要か、どこまで見直したら良いのかと
いった立ち返った議論を常に行いながらＡＩ・ＲＰＡの導入を検討していく必要があるのではないか」（第５回・意見交換）

② 直ちに不要にできない手続は、①を常に念頭に置きながら、システムやＡＩ・ロボティクス等の技術を活用

（考え方）
・ こうした技術は、作業精度の向上や所要時間の短縮によって住民・企業等にとってのサービスを向上させるとともに、自治体職員の負担
も軽減させる。

⇒ そのため、業務プロセス・システムの標準化・共同化、ＡＩ・ロボティクスの共同導入等を推進

（考え方）
・ 業務プロセス・システムの標準化・共同化が進めば、住民・企業等が自治体に対して異なる手続で実施していた申請等が統一的に実施
できるようになり、住民・企業等にとってのサービス向上になる。また、システムに要する自治体の人的・財政的負担の軽減となる。さらに、
ＡＩ・ロボティクスの導入も容易となる。

・ ＡＩ・ロボティクスの共同導入により、ＡＩ・ロボティクスの導入も容易となる。

２．手段
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中央管理型データベース
（中央サーバ方式）

ブロックチェーン
（分散サーバ方式）

中央サーバ
（データベース管理者）

ユーザ

「ブロックチェーン」とは？

システムの高コスト要因
 管理者の存在（管理者

を通じた取引が必要）

 複数のバックアップ用の
サーバが必要

管理者による
データ改竄の
リスク

システムの効率化要因
 管理者が不要（ユーザ間

の直接取引が可能）

 システムダウンが生じに
くく、バックアップが不要

分散管理によ
り、データ改竄
が非常に困難

ユーザ

ユーザ

ユーザ

ユーザ

ユーザ

ユーザ

ユーザ

ユーザ

ユーザ

○ 「ブロックチェーン」は、近年の分散型データベース技術の一つ。

○ 取引記録などを多数のコンピューターのネットワーク上で管理し、互いに共有・検証し合いながら正しい記
録を鎖（チェーン）のようにつないで蓄積する仕組み。

4



ブロックチェーンの特徴

【長所】

事実上落ちない
（正しく動作）

改竄困難・
透明性が高い

高度な取引が可能
（スマートコントラクト）

 いずれかのノードが動作しなく
なっても、他のノードが動き続
けることで機能を維持

 オープンな環境でのデータの
履歴の共有で改ざんが困難と
なり、透明性を確保

 取引を介在する第三者が不要
となり、取引コスト削減、手続・
契約の自動化・高速化を実現

 データベースを管理する責任
者が不在であり、トラブル発生
時に責任を問うことが困難

 クローズドな参加者設定等に
工夫が必要

 大量処理が困難で取引の即
時性に欠ける等の技術課題
が残る

責任者が不在 取引の秘匿性の
担保に難あり

技術的な成熟性が
発展途上

【短所】

非常に多くのユーザが利用し、取引が自動化されるような分野（金融など）で特に有効

その他にも、改竄を防ぐためのトレーサビリティ、透明性が求められる取引記録管理、
本人確認等の認証サービスなどに活用の可能性が高い
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第4次産業革命とSociety 5.0の実現

各産業革命の特徴

世界経済フォーラム（WEF）
による産業革命の定義

Society 5.0

● IoT化によりビッグデータ利活用が低コストで可能となり、第４次産業革命が進行中。

● 第４次産業革命を通じ、狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く人類史上5番目の新しい社会であり、
新しい価値やサービスが次々と創出され、人々に豊かさをもたらす「Society 5.0」の実現が課題。

出典：平成29年版情報通信白書、内閣府HP 等



テクノロジーの今後の見通しに対する様々な見方（例）

7※ 出典：総務省 情報通信審議会情報通信政策部会 IoT新時代の未来づくり検討委員会 事務局資料（2018年1月）



人工知能をめぐる動向とDeep Learning（深層学習）技術の発展と社会への影響

8
出典：経済産業省「新産業構造ビジョン」一人ひとりの、世界の課題を解決する日本

の未来」（平成29年５月30日 産業構造審議会新産業構造部会事務局）

○ 現在第三次ＡＩブームにあり、ビッグデータを活用してＡＩ自身が知識を取得する「機械学習」が実用化されると
ともに、知識を定義する要素をＡＩ自ら取得するディープラーニングが登場してきた。

Deep Learningをベースとする技術の進展

人工知能をめぐる動向

出典：総務省情報通信審議会 情報通信政策部会 IoT新時代の未来づくり検討委員会 産業・地域づくりWG（第1回）
参考資料集



9出典：総務省 平成28年版情報通信白書

○ AIが実際のサービスにおいて果たす機能として、「識別」「予測」「実行」という大きく3種類があるとされる。
○ 今後、AIの識別・予測の精度が向上することによって適用分野が広がり、かつ、複数の技術を結合することで、

実用化に求められる機能が充足されると言った発展が見込まれている。

ＡＩの代表的な研究テーマ

AIの実用化における機能領域

AIの発展と利活用の進化の想定例



都市部におけるＡＩの利用シーン（例）

移動

 最適な旅行計画の提案が可能となり、チケットの手配等の自動化も可能と
なるほか、言語に悩むことなく快適に観光を楽しむことができる。

 学校、塾、家庭などが連携し、最適な学習コンテンツが提供されるほか、就
職・転職等に必要な技能を習得するための最適なコンテンツが提供される。

介護

観光・旅行 教育・人材育成

 混雑を回避した最適な移動手段・ルートの選択が可能となるほか、完全自
動運転の実現により、移動時間の有効活用を図ることなどができる。

 自動運転車での送迎により介護施設への移動が容易になるほか、介護ロ
ボットの活用等により人手不足を補うことができる。

完全自動運転の実現
移動時間の有効利用

自動運転車による
介護施設への送迎

学校、塾、家庭での学習の連携により、自身の
能力、適性等に応じた学習コンテンツの提供

最適な移動手段・ルートの提案、
リアルタイムでの調整

長距離トラック・バスの自動運転
の実現による深夜労働から解放

技能習得のための最適
なコンテンツの提供

リタイア後の再就職支援、生
涯学習支援

AI

完全自動ロボットに
よる介護支援

最適なケアプランの
提案・作成

AI

趣味・嗜好、予算等に応じた最適な
旅行計画の提案、手続きの実施、
天候等に応じたリアルタイムでの調整

多言語翻訳による外国人との
コミュニケーションの円滑化

AI

AI

AI

ＡＩスピーカーや執事ロボットの活用AI

趣味・嗜好に応じたＶＲ／ＡＲ
と連動した歴史の疑似体験

AI

AI
AI

AI

AI

AIAI

AI
：既に実用化されているもの
近い将来実現しそうなもの

（注）想定される利活用のうち、いくつかの例を記載
現行制度等を前提とせずに利活用の可能性を展望して記載：中期的なものAI

AI

ＶＲ：Virtual Reality（仮想現実）
ＡＲ：Augmented Reality（拡張現実）
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出典：総務省「AIネットワーク社会推進会議報告書2018」



地方部におけるＡＩの利用シーン（例）

移動

 農業や漁業等における作業の自動化や効率化・高度化により、従事者の
人手不足や高齢化に対処することができる。

 地域の特性に応じた街づくりが可能となるほか、地域内外との交流が活発
となり、コミュニティの活性化に貢献することができる。

医療

仕事 コミュニティ

 自動運転の実現により、高齢者等が病院や買物などに行く交通手段が確
保されるほか、路線バスなどの交通網の維持（廃止回避）が可能となる。

 専門医がいない地域でも、遠隔医療による診断等が可能となるほか、薬剤
師が少ない地域では、調剤の自動化により、近所で薬の入手が可能となる。

自動運転車の実現により、
高齢者等の外出が容易に
可能（移動手段の確保）

ＡＩシステム間の調整による緊急搬送における
専門医とのマッチング、最適なルートの設定

作物の生育状況の
モニタリングや収穫量の予測

地域の特性に応じたまちづくり（災害に強いまち、
高齢者に優しいまち等）を提案

自動運転タクシーによる
快適な観光

路線バスの自動運転化により、
運転手不足等の問題が解消

趣味・嗜好に応じた地域内、
都市部や海外の人々との
マッチング、交流

各地域社会の状況・特性に応じた
イベントの企画・参加勧奨

専門医がいない地域に
おける画像診断等を用
いた遠隔医療

調剤の自動化

AI

自走式トラクターやドローンによる
耕耘、種まき等の作業の自動化

天候や海水温等に応じた
魚群探知の高精度化

AI

AI

AI

AI

AI

ＡＩスピーカーや執事ロボットの活用

AI

AI

AI

AI

AI

AI

AIAI

AI
：既に実用化されているもの
近い将来実現しそうなもの

（注）想定される利活用のうち、いくつかの例を記載
現行制度等を前提とせずに利活用の可能性を展望して記載：中期的なものAI
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出典：総務省「AIネットワーク社会推進会議報告書2018」



家庭内におけるＡＩの利用シーン（例）

医療

 遠方の高齢者や外出時の子供の見守りが可能となるほか、人の在・不在
や居場所に応じた快適な温度や湿度の調整が可能となる。

 結婚、就職など人生の転機となる出来事において最適な提案が可能となる
ほか、資産運用や節約術の提案が可能となる。

家事

安全・快適な居住環境 豊かな人生

 健康情報や生活情報等から病気発症の予測、生活改善・疾病予防の提案
を行うほか、自宅に居ながら遠隔で医師の診断を受けることができる。

 料理や掃除が自動化されるほか、買物も自動化（執事ロボットによる自動
注文、ドローンによる自宅への自動配送）することができる。

健康情報や生活情報等を
活用した健康状態の推定、
病気発症の予測

生活者の嗜好に基づくレシピの提案
料理の自動化

嗜好に応じた娯楽
コンテンツの提供

性格等に応じた結婚相手像の提案、
マッチング

体内のＡＩチップによる健康チェック

生活改善、疾病予防の提案
遠隔での診断

適性、能力等に応じた進路（就職先）
の提案、マッチング

財産、性格等に応じた資産運用の提案、
家計簿情報等に基づく節約術の提案

AI

食材や日用品などの在庫状況に
応じた自動注文、自動配送

自動清掃

生活情報等の活用
による高齢者や子供
の見守り

人の在・不在、居場所に応じたエアコン
の運転や温度・湿度の自動調整

AI

AI

AI

AI

AI

AI

ＡＩスピーカーや執事ロボットの活用

AI AI
AI

AIAI

AI
：既に実用化されているもの
近い将来実現しそうなもの

（注）想定される利活用のうち、いくつかの例を記載
現行制度等を前提とせずに利活用の可能性を展望して記載：中期的なものAI

AI

AI
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企業におけるＡＩの利用シーン（例）

ヒト

 定型的な業務のコストが削減できるほか、成長分野への積極的な投資など
が可能となる。

 保有する情報の可視化、様々な外部の情報（市場動向、他社の動向など）
を含めた多角的な分析により、最適な経営判断の支援が可能となる。

モノ

カネ 情報

 リソース等に応じた最適な生産計画の提案や自動調整が可能となるほか、
物流全体の効率化・自動化が可能となる。

ネットワークを介したＡＩシステム間の
調整による物流全体の最適化

様々な領域の予測・分析を踏
まえた事業経営の支援
（戦略の方向性の提案、事業
者が抱える課題や経営者が
見落としている点の指摘等）

在庫状況、原料価格の変動等に
応じた生産計画の提案、自動調整

集荷・仕分け・梱包等の自動化

市場予測 顧客調査 他社動向

経営支援

トレンドを先取りしたマーケ
ティングや顧客の属性・特
性に応じた効果的な広告
の提供

AI

AI
：既に実用化されているもの
近い将来実現しそうなもの

（注）想定される利活用のうち、いくつかの例を記載
現行制度等を前提とせずに利活用の可能性を展望して記載

 最適な人材配置や採用（外部人材の登用を含む。）等が可能となるほか、
従業員のモチベーションの向上等が期待できる。

能力、適性等に応じた最適な
人材配置、処遇の提案

従業員の健康管理、
生活改善の提案

有能な人材採用の支援

AI

AI

AI

事業の将来性、マーケット
動向等を勘案した最適な
投資判断の提案、支援

定型的な業務の省人化、無
人化によるコスト削減

契約における価格
の自動交渉

AIAI

AI

AI

AI

：中期的なものAI
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出典：総務省「AIネットワーク社会推進会議報告書2018」

https://www.arttodayjapan.com/entry.php?type=p
https://www.arttodayjapan.com/entry.php?type=p


○ Google, Apple, Facebook, Amazonの４社、いわゆる「GAFA」がAIなどの研究開発やAIベンチャーの買収などに

大幅に投資。

ＧＡＦＡのＡＩへの取組
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出典：Apple CEO, Tim Cook.（2015）【P】

 2016年にmobile firstからAI firstに転換することを表明。
AI firstを全ての製品とプラットフォームで推進。

 それ以来、AIベンチャーの買収や自社の研究開発部門への
大規模な投資を実施。

“We’re in the middle of an obvious [trend] right now: machine learning 

and artificial intelligence. Over the past decades computers have broadly 

automated tasks that programmers could describe with clear rules and 

algorithms. Modern machine learning techniques now allow us to do the 

same for tasks where describing the precise rules is much harder. . . . 

Machine learning drives our algorithms for demand forecasting, product 

search ranking, product and deals recommendations, merchandising 

placements, fraud detection, translations, and much more.

Google

Amazon

出典：Amazon.2016 Letter to Shareholders.

 Appleは、Siriの学習において、ユーザ行動をiPhone外に
共有しないポリシー。

 2016年に、Facebookは、今後10年間の技術開発のロード
マップにおいて、ＡＩを位置づけ、画像認識ＡＩ等を強化。

Apple

Facebook

“When I look out at the future, I see more bold moves ahead of us than 

behind us. We’re focused not on what Facebook is today, but on what it 

can be, and what it needs to be for our community. That means investing 

in areas like spreading connectivity, building artificial intelligence and 

developing virtual and augmented reality. I am committed to our mission 

and to leading Facebook there over the long term.”

出典：Facebook News room.(April 27, 2016).Note from Mark Zuckerberg

 2016年11月に「Amazon AI」を公開し、人工知能に関する
発表も増加。

“Looking to the future, the next big step will be for the very concept of

the “device” to fade away. Over time, the computer itself—whatever

its form factor—will be an intelligent assistant helping you through

your day. We will move from mobile first to an AI first world.”

出典：Google.(Apr 28,2016).This year’s Founders’ Letter.

“Some of the most prominent and successful companies have built their 

businesses by lulling their customers into complacency about their 

personal information. They’re gobbling up everything they can learn 

about you and trying to monetize it. We think that’s wrong. And it’s not 

the kind of company that Apple wants to be.”



2030年代に実現したい未来の姿（人づくり） 「Ｉ：インクルーシブ」

年齢・性別・障害の有無・国籍・
所得等に関わりなく、誰もが多様
な価値観やライフスタイルを持ち
つつ、豊かな人生を享受できる
「インクルーシブ（包摂）」の社会

インクルーシブＩ

人生100年、頭や
身体の衰えはハイテクで
カバーし、元気に活躍

読み・書き・デジタル、
世界の人材と戦う武器を

幼少期から装備

自分の選んだメニューで、
会議の内容を翻訳して
自在にコミュニケーション

しごとは複業、
働く場所や組織に囚われず
マルチな才能を発揮

ロボットも家族の一員、
人間とロボットが、会話や
生活サポートを通じ共生

お節介ロボットロボット

目覚め・歯磨き・着替え・朝食などの忙しい朝支度を
スムーズに準備させてくれるお節介な手伝いロボット。

職場スイッチ働く人

複数の仕事に就き、時間の切り売りで個人の能力を最大限発揮。家でも
カフェでも、スイッチ１つで切り替わるバーチャル個室で効率サポート。

パノラマ教室子ども

壁や天井、机がディスプレイになり、プログラミングで作成したアプ
リのデモも表示。VRではいろいろな地域・時代の体験学習が可能
に。

ハイキングに集まったのは約80～100歳。皆元気一杯だが、
身体の一部に補助アームやＡＲグラスなどを装備。

健康100年ボディ高齢者

目や耳が不自由でも、外国語が苦手でも、自分の選ん
だメニューで会議の内容を翻訳して自在に伝えるシステ
ム。

あらゆる翻訳障害者
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出典：情報通信審議会第五次中間報告書「未来をつかむTECH戦略」とりまとめ概要より抜粋



2030年代に実現したい未来の姿（地域づくり） 「Ｃ：コネクティッド」

地域資源を集約・活用したコンパクト
化と遠隔利用が可能なネットワーク
化により、人口減でも繋がったコミュ
ニティを維持し、新たな絆を創る「コ
ネクティッド（連結）」の社会

コネクティッドＣ

自動運転の空陸両用タクシー
が過疎地や高齢者の足となり
事故や渋滞も大幅解消

ARで好きな時代を再現
音や香りなども再現することで、

より感動的な体験に

医療が24時間見守り、
病気は予防・早期発見で

治療も超進化

大災害が発生しても
ワイヤレス給電などで、
途絶えないネットワークを維持

24時間ネットで受付
忠実で有能な執事ロボが
お役所イメージを刷新

どこでも手続

24時間受付のネット窓口が当たり前となり、画面をさわる
と現れる忠実で有能な執事ロボが、お役所イメージを刷
新。

自治体 あちこち電力

超大規模な災害が発生しても、ワイヤレス給電などあちこちで電力確
保。決して途絶えない通信で、避難誘導や安否確認に威力発揮。

防災

クルマヒコーキ

自動運転の空陸両用タクシーが近中距離の輸送手段に成
長。過疎地や高齢者・障害者の足となり、事故や渋滞も大幅
解消。

公共交通いつでもドクター

家でも街中でもインプラント端末やセンサーで健康管理をサポート。異変
があればAIで簡単な診断を行い、専門医が早期に超低侵襲治療。

健康医療

時空メガネ

歴史のある観光名所など、ARで好きな時代の風景を再現。
音や香りなども再現することで、より感動的な体験に。

ツーリズム
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出典：情報通信審議会第五次中間報告書「未来をつかむTECH戦略」とりまとめ概要より抜粋



2030年代に実現したい未来の姿（産業づくり） 「Ｔ：トランスフォーム」

農業はロボット耕作、
配達はドローンで自動化
人手不足・高齢化を解消

設計の変更を前提とした柔
軟・即応のアプローチにより、
技術革新や市場環境の変化
に順応して発展する「トランス
フォーム（変容）」の社会

家庭や有名レストランの味を
ＡＩが正確かつ高速で再現する

料理マシンが登場

買い物は完全キャッシュレス、
購買履歴の作成や信用データの形成も
自動化でき金融サービスが便利に

ドローンや自動運転の
無人配達を自由に選び、暮らしに
必要な買い物を楽々調達

トランスフォーム

データを買って
我が家の３Ｄプリンタで製造
匠の技も簡単に再現

らくらくマネー金融・決済

支払は完全キャッシュレス。購買履歴の作成や信用データの形
成も自動化でき、家計管理・借入れや各種申告にも簡単に活
用。

Ｔ

手元にマイ工場ものづくり

日用品や雑貨など、データを買って自分でプリント。日頃
学んだプログラミングで世界に一つだけのデザインに加
工。

三つ星マシンサービス業

各地の素材を使いつつ、個人の健康状態も加味しながら、家庭や
有名レストランの味をAIが正確かつ高速で再現。

全自動農村一次産業

農業など地場のなりわいはIoT・ドローン・ロボットが担い、人
手不足や高齢者の負担を解消。生産性も高まり、景観も維持。

えらべる配達流通・運輸

ドローンが空から、ライドシェアの車が玄関に、スーパーが丸ご
と近所に。色々な無人配達をネットで選べて、買い物難民も解
消。
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出典：情報通信審議会第五次中間報告書「未来をつかむTECH戦略」とりまとめ概要より抜粋



デジタル技術を徹底的に活用した
行政サービス改革の断行

 行政サービスの100%デジタル化
（デジタルファースト法案（仮称）の策定
等）

 行政保有データの100%オープン化
 デジタル改革の基盤整備

地方のデジタル改革
 IT戦略の成果の地方展開
 地方公共団体におけるクラウド導入の

促進
 オープンデータの推進
 シェアリングエコノミーの推進
 地域生活の利便性向上のための

「地方デジタル化総合パッケージ」

民間部門のデジタル改革
 官民協働による手続コスト削減
 データ流通環境の整備
 協調領域の明確化と民間データの共有
 デジタル化と働き方改革

世界を先導する分野連携型「デジタル改革プロジェクト」

抜本改革を支える新たな基盤技術等
 基盤技術（AI、クラウド/エッジ・コンピューティング、セキュリティ対策、5G、ブロックチェーン等）

 人材の育成等 ●抜本改革後に到来するデジタル社会
抜本改革推進のための体制拡充と機能強化

重点取組①

政府CIO制度創設以降の着実な取組・成果の拡充・横展開に着手し、デジタル改革を断行

実現性を高めるための実行計画と迅速かつタイムリーなPDCAサイクルによるスパイラルアップ
（官民データ活用推進基本計画の重点8分野※における全259施策、デジタル・ガバメント実行計画、各府省中長期計画）

重点取組② 重点取組③

重点取組⑤

重点取組④

※電子行政、健康・医療・介
護、観光、金融、農林水産、
ものづくり、インフラ・防災・減
災等及び移動の8分野

 世界最高水準の生産性を有する港湾物流の実現
 データヘルス×マイナポータルの連動

 データ駆動型のスマート農水産業の推進
 自動運転による新しい移動サービスの実現

基本的考え方

IT新戦略 「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」 について
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鯖江市（オープンデータの取組）
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平成31年2月15日 第32次地方制度調査会
第９回専門小委員会 資料３－２



和歌山県データ利活用センター
平成31年2月22日 第32次地方制度調査会

第10回専門小委員会 資料３
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総務省統計局 統計データ利活用センター
平成31年2月22日 第32次地方制度調査会

第10回専門小委員会 資料３
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人材面での現状の課題

○ 自治体のICT人材の状況としては、そもそもCIO・CIO補佐官を設置しておらず、地域情報化アドバイザー等の制度も活用して
いない自治体が大半。

○ 現状、CIO・CIO補佐官を設置していたとしても、専門性が低い行政職員であること、一方で、専門性を有している地域情報化
アドバイザー等を活用したとしても、その後の継続的な知見の取得につながっていないことが課題。

フルタイム

専門性低

年に１～３日

専門性高

地域情報化
アドバイザー

外部任用の
CIO・CIO補佐官

自治体職員
（多くのＣＩＯ・
ＣＩＯ補佐官）

・ＣＩＯ・ＣＩＯ補佐官未設置
・地域情報化アドバイザー活用なし
といった自治体が多い。

・47都道府県中10団体
・1741市区町村中31団体

平成31年2月19日 第8回研究会
事務局提出資料
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フルタイム

専門性低

年に１～３日

専門性高

地域情報化
アドバイザー

外部任用の
CIO・CIO補佐官

○ 外部人材の活用に関しては、外部任用のCIO・CIO補佐官の更なる登用や地域情報化アドバイザー等の活用促進などが
考えられるが、どのような方策が有用か。

○ 自治体職員のICTスキルの向上については、 IＣT専門職の積極的な採用や職員向けの専門的な研修機会の増加などが
考えられるが、どのような方策が有用か。

人材面での方策の例

１ 外部任用のCIO・CIO
補佐官の更なる登用

２ 地域情報化アドバイザー
等の活用促進

自治体職員
（多くのＣＩＯ・
ＣＩＯ補佐官）

４ 職員向けの専門的な
研修機会の増加

３ IＣT専門職の採用

平成31年2月19日 第8回研究会
事務局提出資料
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○ これらの方策を実現するには、以下のような論点があるのではないか。

人材面での方策例に関する論点

１ 外部任用のCIO・CIO補佐官の更なる登用

２ 地域情報化アドバイザー等の活用促進

４ 職員向けの専門的な研修機会の増加

３ IＣT専門職の採用

○ 現状を踏まえると、自治体の規模によっては、個別の自治体が単独で外部任用のＣＩＯ・ＣＩＯ補佐官を登用することは難し
いのではないか。

○ 例えば、複数団体での兼務を前提とすれば、外部任用のＣＩＯ・ＣＩＯ補佐官の登用が容易になることが考えられるのではな
いか。
（参考）「CIO／CIO補佐官を外部から任用している自治体数は都道府県は「１０」、市町村は「３１」」（第７回・資料３）

「そもそもＣＩＯを設置していない自治体は都道府県で28％、市区町村で15％、ＣＩＯ補佐官を設置していない自治体は都道府県で53％、市区町村で32％」（第７
回・資料３）
「一部の自治体では、過去に他自治体でＣＩＯ／ＣＩＯ補佐官を務めた経験のある人材を任用したり、複数団体での兼務を前提とした勤務形態を採用している実態
あり」（第７回・資料１）

○ ICT人材の不足の状況を考えると、全ての自治体でＩＣＴ専門職を採用することは難しいのではないか。

（参考） 「2015年のＩＣＴ人材の不足は約17万人、2025年には約43万人」（第７回・資料１）

○ 自治体職員にとって、実用的なＩＣＴスキルが身につく研修・講座・セミナー等とはどのようなものか。

○ 例えば、自治体CIO育成研修（総務省・APPLIC主催のCIO・CIO補佐官、システム担当職員向け研修）について、AIやRPAを
実践的に学習できるよう見直すことが考えられるのではないか。

（参考） 「ＣＩＯ人材育成：省庁主体による県・市町村のネットワークの構築／アカデミア（大学、教育機関）の役割／自治大学校、市町村アカデミーの協力など」（第７回・資料１）

○ 自治体からの求めに応じた多彩な対応が可能となるよう、AI・RPAの専門家や地方人材を新規委嘱する等、地域情報化
アドバイザーの質的・量的・地域的な拡大を図っていくことが考えられるのではないか。

○ また、国費での派遣のほかに、自治体が独自に地域情報化アドバイザーを招聘し、継続的にICTに関する知見を得るため
に活用してもらえるよう更なる周知・広報を進めていくことが考えられるのではないか。

平成31年2月19日 第8回研究会
事務局提出資料


